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   内閣府ホーム  > 統計情報・調査結果  > 景気統計  > 機械受注統計調査報告  > 機械受注統計調査の解説

 機械受注統計調査の解説

1.調査の目的

   機械製造業者の受注する設備用機械類の受注状況を調査し、設備投資動向を早期
に把握して、経済動向分析の基礎資料を得る。

2.調査の対象

   機械等を製造する企業のうち主要なものを対象としている。すなわち下記「6.調査機
種」に掲げた大分類ごとに、昭和60年現在でカバレッジが80%以上となるよう選定された
企業である。対象となる企業は、調査を開始した昭和62年4月における280社をベース
にしている（280社ベース）。調査対象企業は基本的に固定である。

3.調査のカバレッジ

   本調査における｢受注総額｣とは回答額の単純合計であり、母集団推計によるもので
はない。本調査のカバレッジを考える参考とするため、本調査における「販売額」と経済
産業省の「機械統計」における「出荷額」の比率等を計算し「機械受注統計調査年報」に
掲載している。最近では、本調査の販売額は「機械統計」における出荷額等の約９割
（年度合計での比較）となっている。

4.調査の時期

   毎月の受注実績を調査しており、調査時点は毎月末日である。また、見通し調査は
毎四半期末である。

5.調査項目及び表彰項目

   (1)需要者別、機種別の受注額

      需要者（発注者）ごとの受注額を機種別に調査。 
         民間需要（製造業及び非製造業の内訳業種） 
         官公需（運輸業、通信業、防衛省、国家公務、地方公務、その他官公需） 
         海外需要 
         代理店 
         受注額合計（受注総額） 
      機種区分は「6.調査機種」参照。

   (2) 機種別販売額及び受注残高

      販売額及び受注残高については需要者別に調査していない。

   (3) 統計表の表章項目

      時系列表 
         需要者別受注額（季節調整値、原系列） 
         機種別手持月数（季節調整値）　 
         機種別受注額(原系列) 
         機種別販売額（原系列） 
         機種別受注残高（原系列） 
      クロス表 
         機械受注統計調査結果表（原系列） 
            移行分類と調査票分類

6.調査機種

   原動機、重電機、電子・通信機械、産業機械、工作機械、鉄道車両、道路車両、航空
機、船舶を大分類とする。このうち原動機、重電機、電子・通信機械、産業機械につい
ては中分類の細区分がある。 
   以上の区分で、設備投資に関連を持つ注文機械製品及び一部の見込生産の機械製
品とする。また、部品、修理、補修工事、及びこれに付帯した据付工事も含んでいる。 
   上記機種のほか、鉄構物、軸受、電線・ケーブルを同時に調査する。（需要者別の機
械受注額等には算入していない） 
   なお報告書において時系列で掲載している機種別の受注額等は、海外需要等を含
む全体の額である。ホームページではこのほか民需のみによる機種別受注額時系列
表も掲載している。　 
   機種分類は、原則として日本標準商品分類による。

7.需要者の定義

   需要者は、便宜上、調査対象企業に対して直接注文を行った者（すなわち契約先）と
する。 
   ただし、代理店（商事会社を含む）あるいは建設業者、リース業を通ずる場合は、その
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機械を最終的に需要する者とし、最終需要者が不明の場合は、代理店あるいは建設業
もしくはリース業（その他非製造業）からの注文とする。また、受注した機械類が最終的
に輸出される品と確認できる場合は、その機械類が国内業者から再受注したもので
あっても、最終需要者によって「海外需要」とする。 
   需要者が二つ以上の業種からなる兼業企業である場合には、その機械を需要する
事業所の業種によって分類し、この区分が困難な場合は、その企業の主要な業種に分
類する。 
   需要者の産業分類は、原則として日本標準産業分類による。

8.消費税の取扱い

   平成元年４月１日から導入された消費税に関しては、本調査は「税抜き」によってい
る。

9.外注、下請と受注額変更の取扱い

   受注者が受注の一部を外注または下請に出すことがあっても、受注金額は自己の受
注額とする。 
   報告済みの受注が、取消、値引き、値増しなどよって金額に変更があった場合は、変
更発生の月において加（減）算し調整する。減額修正が大きい場合はマイナスの受注
（－）が生ずることがある。

10.自己消費と自家使用

    設備用機械類が、企業内で自己消費分される(例えば、自社で建造する船舶のエン
ジンを自社で製作して据え付ける)場合は、重複を避けるため、受注計上しないこととす
る。しかし、機械類が自家使用にあたる（例えば、船舶を建造するためのクレーンを自
社で製作して使用する）場合は、これを計上する。

11.販売額及び受注残高

   販売額は原則として経理上の売上高であるが、出荷または製品完成の場合もある。 
   調査対象企業の業態によっては、受注額、販売額、受注残高の間に差引計算の合わ
ない場合もある。

12.調査の方法

    調査票の記入は自計とし、調査票の配布・回収は、内閣府において直接、郵送及び
オンラインにより行っている。また、調査票の点検、集計も内閣府が自ら行っている。

13.調査結果利用上の注意

統計表の見方について

   本統計の受注額は振れが大きい。金額的に極めて大きな案件であっても、受
注額は契約のあったひと月に計上される。生産は複数月に渡って行われるとして
も、ある月に全体の金額が計上されるので翌月は反動減となる。このため単月の
動きだけでは基調として増加しているか減少しているか必ずしもわからず、ある程
度の期間が必要とされる場合がある。

a.

船舶・電力を除く民需について

   船舶、電力の受注は景気局面との対応性が薄く、不規則かつ多額であり、懐妊
期間が長いものも多いため、2ないし3期先の自律的な設備投資の動向をうかがう
のに不適当と考えられる。そのため、需要者別受注額において、「船舶・電力を除
く民需」等これらを除く項目を特に設けてある。なお、ここでいう「船舶」とは機種と
してのものであり、「電力」とは需要者としてのそれである。

b.

季節調整の方法

   本調査の季節調整の方法はセンサス局法X-12-ARIMAの中のX-11による。な
お、特異項認定の管理限界は2.0～3.0σを用い、その他のオプションは標準値に
よる。

c.

季節調整値の改訂

   本調査は、毎年3月調査の時点で季節調整値の改訂を行っており、過去に遡っ
て改訂される。次の２月調査までは予測指数による季節調整を行い、過去の値は
変わらない。

d.

14.産業分類等の変更について

   平成17年４月調査より、需要者の産業分類を変更した。（変更の概要について）

ページの先頭へ▲
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   内閣府ホーム  > 統計情報・調査結果  > 景気統計  > 企業行動に関するアンケート調査  > 企業行動に関するアンケート
調査の解説

 企業行動に関するアンケート調査の解説

１．調査の目的

   企業が今後の景気や業界需要の動向をどのように見通しているかなどについて継続
的な質問を行うとともに、その時々の経済情勢に応じた調査項目を選定し、それに関す
る企業の意識と行動を調査し、企業活動の面から我が国経済の実態を明らかにするこ
とを目的とする。

２．調査の対象

   東京、大阪、名古屋の証券取引所第１部及び第２部に上場する企業(約2,500社)

３．調査の時期

   調査時期は２月

４．調査の方法

   所定の調査票による郵送・自計申告方式

５．調査事項

     I．経営環境と経営基本方針

    II．特集テーマであり、毎年異なる。

６．業種の分類

   報告書中の業種は、証券コードの分類による。また、製造業の内訳として用いられて
いる素材型製造業、加工型製造業、その他の製造業の区分については、以下のとおり
とした。

     素材型製造業・・・ 繊維製品、パルプ・紙、化学、鉄鋼、非鉄金属

     加工型製造業・・・ 機械、電気機器、輸送用機器、精密機器

     その他の製造業・・食料品、医薬品、石油・石炭、ゴム製品、ガラス・土石製品、
                              金属製品、その他製品 

ページの先頭へ▲
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平成１９年度民間非営利団体実態調査結果について

平成２１年１月２８日 
内閣府　経済社会総合研究所 
国民経済計算部　国民支出課

（調査の目的）

　民間で非営利事業を営む事業所の収入、経費及び投資の状況を調査し、その経済活動を明らかにするとともに、ＧＤＰをは
じめとする「国民経済計算」（ＳＮＡ）推計のための基礎資料を得ること。

（調査の結果）

(1) 収入の状況 
　平成１９年度の民間非営利団体の収入は、３３兆０，５７３億円（前年度比９．１％）となった。 
　主な収入項目別にみると、移転的収入が２７兆０，９０３億円（同１０．７％）、事業収入は５兆４，０１５億円（同▲０．４％）と
なっている。これを項目別構成比でみると、移転的収入が８１．９％を占め、次いで事業収入が１６．３％となっている。 
　また、これらを事業形態別にみると、対家計サービスの収入は３０兆８．９６１億円（同９．６％）、対事業所サービスの収入は
２兆１，６１２億円（同１．９％）となった。

(2) 経費の状況 
　平成１９年度の経費は、３１兆０，３５７億円（同６．８％）となった。 
　主な経費項目別にみると、移転的支出は１８兆２，２５８億円（同２９．５％）、仕入原価は１兆０，４００億円（同▲１８．８％）、
人件費は６兆０，５４９億円（同▲１５．９％）となった。これを項目別構成比でみると、移転的支出５８．７％、人件費１９．５％、
仕入原価３．４％となっている。 
　また、これらを事業形態別にみると、対家計サービスの経費は２８兆９，４０２億円（同７．１％）、対事業所サービスは２兆０，
９５４億円（同３．６％）となった。

(3) 投資の状況 
　投資は対家計サービスの事業所分のみの調査で、１９年度は３，４０４億円（同▲４５．６％）となった。

１．民間非営利団体実態調査について

(1) 調査の目的 
　本調査は、民間で非営利事業を営む事業所の収入、経費及び投資の状況を調査し、その経済活動を明らかにするとともに、
ＧＤＰをはじめとする「国民経済計算」（ＳＮＡ）推計のための基礎資料を得ることを目的として毎年度実施している承認統計調査
である。なお、本調査の結果は平成19年度国民経済計算確報(平成20年12月2日以降順次公表)に反映されている。

(2) 調査の対象 
　本調査が対象とする「民間非営利団体」とは、ＳＮＡにおける民間非営利サービス提供者という概念に合致する団体全てを指
し、営利を目的とせず社会的サービスを提供することを目的としている民間団体である。 
　具体的には、以下の産業（番号は日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）のコード番号）に該当し、「平成１８年事業所・企業
統計調査」（総務省）の経営組織が民営のもののうち「会社以外の法人」、「法人でない団体」が対象となる。 
　　８２０：管理、補助的経済活動を行う事業所（82その他の教育、学校支援業） 
　　８２１：社会教育 
　　８４０：管理、補助的経済活動を行う事業所（84保健衛生） 
　　８４２：健康相談施設 
　　８５０：管理、補助的経済活動を行う事業所（85社会保険・社会福祉・介護事業） 
　　８５１：社会保険事業団体 
　　８５３：児童福祉事業 
　　８５４：老人福祉・介護事業 
　　　　　　ただし、８５４２（介護老人保健施設）は対象外 
　　８５５：障害者福祉事業 
　　８５９：その他の社会保険・社会福祉・介護事業 
　　８７０：管理、補助的経済活動を行う事業所（87協同組合） 
　　８７２：事業協同組合（他に分類されないもの） 
　　９３１：経済団体 
　　９３２：労働団体 
　　９３３：学術・文化団体 
　　９３９：他に分類されない非営利的団体 
　　９４　：宗教 
　　９５０：管理、補助的経済活動を行う事業所（95その他のサービス業） 
　　９５１：集会場 
　民間非営利団体は、事業所に対してサービスを提供する対企業民間非営利団体（事業協同組合、経済団体）と家計に対して
サービスを提供する対家計民間非営利団体（社会保険事業団体、老人福祉・介護事業、宗教　他）に分かれ、本調査上では前者
の提供するサービスを「対事業所サービス」といい、後者の提供するサービスを「対家計サービス」という。 
　また、本調査は民間非営利団体の行う事業のうち、収入及び経費については営利を目的としていない非営利活動のみを対象
とし、投資については営利・非営利両方の活動を調査対象としている。
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(3) 調査の方法 
　事業所の代表者による自計申告方式。民間調査機関に調査事務を委託している。

(4) 利用上の注意 
　①ＳＮＡ上は「私立学校」、「政治団体」も民間非営利団体に含まれるが、他の調査がＳＮＡ推計に利用できるため、本調査では
対象外としている。 
　②本調査においては、「介護保険事業」（ＳＮＡ上は「産業」扱い）及び「健康相談施設」（平成12年基準改定でＳＮＡ上の扱いが
「対家計民間非営利団体」から「産業」に変更）を含めた形で集計を行っている点につき留意されたい。 
　③結果の公表については日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）（以下「平成１９年１１月改定」とする）に従っている。820、
840、850、870、950については、平成１９年１１月改定において主な中分類ごとに、小分類「管理、補助的経済活動を行なう事業
所」として新設された分類であるが、「平成１８年事業所・企業統計調査」（新産業分類による特別集計）において、これらについて
は組み替えができないことから従前の分類をそのまま適用していることを受けて、本調査においてもそれに従っている。 
  
 

２．平成１９年度調査の概要

(1) 調査事項 
　①事業所の組織、事業内容等に関する調査 
　②平成１９年度（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）の収入、経費及び投資に関する調査

(2) 調査期間 
　平成２０年７月１日から同年９月３０日の期間で実施した。

(3) 標本抽出の方法 
　「平成１８年事業所・企業統計調査」より推計した全国の対象民間非営利団体約１９５，０３６事業所を母集団とし、無作為抽出
により、所定事業所を抽出した。

(4) 平成１９年度調査の調査票回収率（調査対象数３，０００事業所) 
　調査票総回答枚数・・・・２，４６１枚（総回答率・・・・８２．０％） 
　調査票有効回答枚数・・・２，２５９枚（有効回答率・・７５．３％） 
　（注）有効回答枚数：回収した調査票のうち、白紙など記入状況が極端に悪い調査票を除いた枚数。 
  
 

３．平成１９年度集計結果の概要

(1) 収入の状況 
　平成１９年度の民間非営利団体の収入は、全団体合計では３３兆０，５７３億円で前年度比９．１％増となった。 
　主な収入項目別にみると、移転的収入（寄付金や会費、補助金等の収入）が２７兆０，９０３億円で前年度比１０．７％増、事業
収入（博物館や美術館の入場料収入、宗教団体への御布施・賽銭、バザーの売上等の収入）は５兆４，０１５億円で同０．４％減
となっている。 
　これを対家計サービスと対事業所サービスの事業形態別にみてみると、対家計サービスの収入は３０兆８，６９１億円で前年度
比９．６％増となり、対事業所サービスの収入は２兆１，６１２億円で同１．９％増となった。

(2) 経費の状況 
　経費は全団体合計では３１兆０，３５７億円で前年度比６．８％増となった。 
　主な経費項目別にみると、他団体・個人への給付や負担金、会費などの支出である移転的支出は１８兆２，２５８億円で同２９．
５％増、仕入原価は１兆０，４００億円で同１８．８％減、人件費は６兆０，５４９億円で同１５．９％減となった。 
　事業形態別にみると、対家計サービスの経費は２８兆９，４０２億円で前年度比７．１％増となり、対事業所サービスは２兆０，
９５４億円で同３．６％増となった。

(3) 投資の状況 
　投資は対家計サービスの事業所分のみの調査で、１９年度は３，４０４億円で前年度に比べ４５．６％減となった。

(4) 収入及び経費の構成 
　①収入の構成 
　　民間非営利団体の収入構造を総収入額に対する項目別構成比でみてみると、全団体では移転的収入が８１．９％を占め、次
いで事業収入が１６．３％となっている。 
　　これを事業形態別に分けると、その構造には大きな違いがみられる。対家計サービスは移転的収入８４．３％、事業収入１３．
９％となっており、移転的収入が大半を占めている。これに対し、対事業所サービスは移転的収入４７．７％、事業収入５０．６％
と、総収入に占める事業収入のウェイトが比較的高くなっているのが特徴である。 
　②経費の構成 
　　経費の構造を総支出額に対する項目別構成比でみてみると、全団体では移転的支出５８．７％、人件費１９．５％、仕入原価
３．４％となっている。 
　　これを事業形態別に分けると、対家計サービスは移転的支出が６２．４％を占め、次いで人件費１９．１％、仕入原価１．５％と
なっている。これに対し対事業所サービスは移転的支出８．２％、人件費２５．３％、仕入原価２９．５％となっている。 
　　このように対家計サービスでは移転的支出のウェイトが極めて高いのに対し、対事業所サービスは対家計サービスに比べ仕
入原価等の項目のウェイトが高いのが特徴である。 
 

【問い合わせ先】 
内閣府経済社会総合研究所 
国民経済計算部国民支出課 
電話 03-3581-9780
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平成２０年度　民間企業投資・除却調査　調査の概要

 

平成２１年１０月２日

内閣府　経済社会総合研究所

国民経済計算部　国民資産課

 

１．調査の目的

　民間企業における新規資産・中古資産の取得としての投資支出及び除却に関する状況等を資産別に調査し、国民経済計
算体系における資本ストック統計整備と生産勘定整備の基礎資料とすることを目的とする。
（ここに掲載する結果は１９年度に実施した産業別資産項目別の投資額部分であるが、このほか、本調査では１９年度に除却
した財に関する調査を行っている。ストック推計の精度向上に必要な財別除却パターン等を把握するためのデータ蓄積も本
調査の主要な目的の一つとなっている。）

 

 

２．調査対象

　全国の民間企業のうち、資本金３，０００万円以上の企業約１３７，０００社。

 

 

３．調査客体

　調査対象の企業から資本金階級別、業種別に抽出した３０，０００社。

 

 

４．有効回答企業数（回答率）

　１０，２９９社（３４．３％）

 

 

５．調査対象時点

　平成１９年度決算（原則として平成１９年４月から平成２０年３月まで。ただし、これによることができない場合は、最近１年間
の決算期間）

 

 

６．調査の方法

　民間委託による郵送・オンライン方式による自計申告。

 

 

７．調査事項

　（１）資本金・業種等

　　　ア．法人名

　　　イ．本所・本社・本店の所在地

　　　ウ．資本金

　　　エ．主要業種名

　　　オ．消費税の経理処理方法

　（２）有形固定資産の取得・改修等

　　　ア．新設取得額（中古品を除く）

　　　イ．中古品取得額
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【問い合わせ先】
内閣府経済社会総合研究所
国民経済計算部国民資産課
電話 03-3581-0601

　　　ウ．大規模修繕・改修費用

　　　エ．投資額計

　（３）ファイナンシャルリースのみなし取得価額

　（４）有形固定資産の除却（売却・廃棄）

　　　ア．資産コード

　　　イ．売却・廃棄資産名

　　　ウ．取得の時期

　　　エ．新設取得・中古品取得・大規模修繕・改修の別

　　　オ．取得時の購入額

　　　カ．売却・廃棄の時期

　　　キ．売却・廃棄の別

　　　ク．売却・廃棄時の販売額

 

 

８．産業分類、資産項目分類

　産業分類表及び資産項目分類表（PDF形式：147KB）

 

 

参考１

　調査票（PDF形式：226KB）

 

 

参考２

　民間企業投資・除却調査における「有形固定資産の除却」に係るデータの利用方針について（PDF形式：127KB）

 

 

 

 

 

ページトップへ
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科 学 技 術 研 究 調 査 の 概 要 

 
１ 調査の目的 

科学技術研究調査は，我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し，科学技術

振興に必要な基礎資料を得ることを目的とする統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統

計調査である。 

 

２ 調査の時期 

従業者数及び資本金は「平成21年３月31日現在」，売上高，研究費などの財務事項は「平成21

年３月31日又はその直近の決算日からさかのぼる１年間の実績」である。 

 

３ 調査の対象及び単位 

調査の対象は，「企業等」，「非営利団体・公的機関」及び「大学等」である。 

調査単位は以下のとおりである。 

企業等：法人 

非営利団体・公的機関：法人及び研究機関 

大学等：大学の学部（大学院の研究科を含む。），短期大学，高等専門学校，大学附置研究

所，大学附置研究施設，大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校

機構 

 

４ 主な調査事項 

(1) 資本金，総売上高，営業利益高（企業等のみ） 

(2) 支出総額（非営利団体・公的機関，大学等のみ） 

(3) 従業者総数（企業等，非営利団体・公的機関のみ） 

(4) 研究実施の有無（企業等，非営利団体・公的機関のみ） 

(5) 大学等の種類（大学等のみ） 

(6) 研究内容の学問別区分（非営利団体・公的機関，大学等のみ） 

(7) 研究関係従業者数（研究者，研究補助者，技能者，研究事務その他の関係者） 

（企業等，非営利団体・公的機関のみ） 

(8) 従業者数（研究者，研究補助者，技能者，研究事務その他の関係者，研究以外の業務に従

事する従業者）（大学等のみ） 

(9) 研究者（大学等は本務者）のうち博士号取得者数 

(10) 研究者（大学等は本務者）の専門別内訳 

(11) 採用・転入，転出研究者数 

(12) 内部使用研究費（人件費，原材料費，有形固定資産の購入費，リース料，その他の経費） 

(13) 有形固定資産の減価償却費（企業等のみ） 

(14) 性格別研究費（基礎研究，応用研究，開発研究） 
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(15) 製品・サービス分野別研究費（資本金１億円以上の企業等のみ） 

(16) 特定目的別研究費（資本金１億円以上の企業等，非営利団体・公的機関，大学等） 

(17) 外部から受け入れた研究費 

(18) 外部へ支出した研究費 

(19) 国際技術交流の相手先企業の国籍名及び対価（受取，支払）額（企業等のみ） 

 

５ 調査の方法 

総務省統計局が調査対象に調査票を郵送（５月中旬）し，記入された調査票を郵送又はイン

ターネットにより回収する方法で実施した。 

 

６ 調査の対象数 

平成21年調査では，企業等約13,600，非営利団体・公的機関約1,100及び大学等約3,600の合

計約18,300客体を調査対象とした。 
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サービス産業動向調査の概要 

 

１ 調査の目的 

サービス産業の生産・雇用等の動向を月次で把握し、ＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ）

を始めとする各種経済指標の精度向上等に資することを目的としている。 

 

２ 調査の対象 

調査は、平成18年事業所・企業統計調査時に存在した事業所の中から、次に掲げる産

業を主産業とする全国の事業所のうち、統計的手法によって選定された約39,000事業所

を対象に行っている。 
 

<サービス産業の範囲> 

この調査におけるサービス産業の範囲は、日本標準産業分類（平成19年11月改定）にお

ける「Ｇ情報通信業」、「Ｈ運輸業，郵便業」、「Ｋ不動産業，物品賃貸業」、「Ｌ学術研究，

専門・技術サービス業」、「Ｍ宿泊業，飲食サービス業」、「Ｎ生活関連サービス業，娯楽業」、

「Ｏ教育，学習支援業」、「Ｐ医療,福祉」、「Ｒサービス業（他に分類されないもの）」であ

る。 

なお、「家事サービス業」、「学校教育」、「保健所」、「福祉事務所」、「政治・経済・文化

団体」、「宗教」及び「外国公務」を調査対象から除外している。 

 

３ 調査事項 

「事業所の月末の事業従事者数及びその内訳」、「事業所の月間売上高（収入額）」を調

査している。なお、調査開始時には、上記に加え、「経営組織及び資本金等の額」、「事業

所の主な事業の種類」を調査している。 

 

４ 調査の方法 

調査は、民間調査機関に委託し、調査対象事業所の事業主が配布された調査票に記入

することにより実施している。調査票の配布・回収は、事業従事者規模等に応じて郵送

調査、調査員調査又はオンライン調査により行っている。 

 

５ 公表時期 

調査結果は、速報及び確報により公表する。 

速報：調査対象とする月の翌々月下旬に公表 

確報：調査対象とする月の５か月後の下旬に公表 
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通信・放送業投入調査の概要 

 

１．調査の目的 

   通信業、放送業及びインターネット附随サービス業を営む企業が営業活動のために必要とした財、

サービスの内訳等を調査し、平成 17 年産業連関表作成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２．調査の対象 

日本標準産業分類の中分類「37 通信業（371 信書送達業を除く）」、「38 放送業」及び「40 インタ

ーネット附随サービス業」に属する企業のうち、産業連関表の基本分類に対応する事業（(1)固定電気

通信業、(2)移動電気通信業、(3)その他の電気通信業、(4)その他の通信サービス業、(5)放送業、(6)

有線放送業、(7)インターネット附随サービス業の７業種）を営む企業につき、売上高の上位企業又は

大規模設備を有する企業を有意抽出し、調査対象（客体数は 600）とした。 

 

３．調査事項 

 (1) 企業の概要 

 (2) 売上高 

 (3) 営業費用等 

 (4) 従業者数 

 (5) 営業費用の内訳 

 (6) 物財費の内訳 

(7) 屑・副産物の売却益及び種類 

（8） インターネット附随サービス業の提供サービス別金額及び提供先業種別売上高又は割合 

 

４．調査の対象期間 

   平成 17 年１月から 12 月までの１年間、又はこれに近い１年間とする。 

   前項の調査事項（４）については、平成 17 年 11 月末日現在とする。 

 

５．調査実施時期 

 平成 18 年７月～９月 

 

６．調査方法 

  総務省→委託機関→調査対象の系統による郵送調査（自計申告方式）である。 
 

７．調査の実施機関 

調査の企画・実施は、総務省統計局統計調査部調査企画課が行い、調査票の回収、審査、集計及び報

告書作成は、民間の調査機関に委託した。 
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 サービス産業・非営利団体等投入調査の概要 

 

１ 調査の目的 

   この調査は、平成 17 年（2005 年）産業連関表作成のための特別調査とし

て、サービス業及び非営利団体等を営む事業所がその事業活動に要した費

用の内訳等の実態を把握し、産業連関表の作成における投入額推計等の基

礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査の対象 

日本標準産業分類（平成 14 年３月改定）に基づいて分類された、平成 16

年事業所・企業統計調査産業分類のうち別表に示す産業に属する事業を営

む事業所を調査対象とする（詳細は、別表「平成 17 年サービス産業・非営

利団体等投入調査対象業種」参照。）。 

調査対象事業所は、平成 16 年事業所・企業統計調査で調査された全国の

事業所から、産業別に所定の数を、従業者規模の大きいところから順に選

定する。 

調査対象数は、約 5,600 事業所である。  

 

３ 調査事項 

調査票（「第５章 参考 資料１」参照。）により、平成 17 年（１月～12

月）における事業所の活動について、次の事項を調査した。   

(1)従業者数 

(2)年間売上高(事業収入) 

(3)年間営業費(事業費)及びその内訳 

(4)屑・副産物の売却益及びその内訳 

 

４ 調査の実施時期 

平成 18 年４～７月にかけて実施した。 

  

 

５ 調査方法及び機関 

   総務省 ⇔ 民間調査機関 ⇔ 調査事業所 

  の系統による郵送自計申告方式により行った。 

 

６ 集計方法及び集計事項 

(1)調査対象産業分類、調査項目別金額及び構成比(全国) 

(2)調査対象産業分類、産業連関表部門分類(行)別金額及び構成比(全国) 

(3)調査対象産業分類別屑・副産物の売却益及び種類(全国) 

上記、調査事項について機械集計した。 
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分類
ｺｰﾄﾞ

調査票の種類（パターン）
分類
ｺｰﾄﾞ

調査対象産業分類

014 園芸サービス業 811 自然科学研究所

391 ソフトウェア業 812 人文・社会科学研究所

 39A 情報処理サービス業 822 理容業

 39B 情報提供サービス業 823 美容業

 39C その他の情報処理・提供サービス業 824 公衆浴場業

411 映像情報制作・配給業 825 特殊浴場業

 41A ニュース供給業 829 その他の洗濯・理容・美容・浴場業

 41B その他情報等制作に附帯するサービス  82A 普通洗濯業　

412 音声情報制作業  82B リネンサプライ業

413 新聞業 835 火葬・墓地管理業

414 出版業  83A 葬儀業

702 そば・うどん店  83B 結婚式場業

703 すし店  83C 冠婚葬祭互助会

704 喫茶店  83D 写真現像・焼付業

 70A 一般食堂 841 映画館

 70B 日本料理店 842 興行場（別掲を除く），興行団

 70C 西洋料理店 843 競輪・競馬等の競走場，競技団

 70D 中華料理店 845 公園，遊園地　

 70E 焼肉店（東洋料理のもの）  84A スポーツ施設提供業（別掲を除く）

 70F その他の食堂，レストラン  84B 体育館

 70G ハンバーガー店  84C ゴルフ場　

 70H お好み焼店  84D ゴルフ練習場

 70J 他に分類されない一般飲食店  84E ボウリング場

721 旅館,ホテル  84F テニス場　

722 簡易宿所  84G バッティング・テニス練習場　

723 下宿業  84H マージャンクラブ

 72A 会社・団体の宿泊所  84J パチンコホール

 72B 他に分類されない宿泊業  84K ゲームセンター

751 社会保険事業団体  84L その他の遊戯場　

772 職業・教育支援施設  84M カラオケボックス業　

773 学習塾  84N 他に分類されない娯楽業

779 他に分類されない教育，学習支援業 851 一般廃棄物処理業

 77F 音楽教授業 852 産業廃棄物処理業

 77G 書道教授業 859 その他の廃棄物処理業

 77H 生花・茶道教授業 871 機械修理業（電気機械器具を除く）　　　　

 77J そろばん教授業 872 電気機械器具修理業

 77K 外国語会話教授業 873 表具業

 77L スポーツ・健康教授業 879 その他の修理業

 77M フィットネスクラブ 881 各種物品賃貸業

 77N その他の教養・技能教授業 882 産業用機械器具賃貸業　

802 公証人役場，司法書士事務所 883 事務用機械器具賃貸業

804 獣医業 885 スポーツ・娯楽用品賃貸業

808 写真業  88A 音楽・映像記録物賃貸業

 80A 法律事務所  88B 他に分類されない物品賃貸業

 80B 特許事務所 891 広告代理業

 80C 公認会計士事務所 899 その他の広告業　

 80D 税理士事務所 901 速記・ワープロ入力･複写業

 80E 建築設計業 902 商品検査業

 80F 測量業 903 計量証明業

 80G その他の土木建築サービス業 904 建物サービス業

 80H デザイン業 905 民営職業紹介業

 80J 機械設計業 906 警備業

 80K 興信所  90A 労働者派遣業

 80L 他に分類されない専門サービス業  90B 分類されない事業サービス業

別表　　平成17年サービス産業・非営利団体等投入調査調査対象業種
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本社等の活動実態調査の概要 

 

１ 調査の目的 

本調査は、平成17年（2005年）産業連関表作成のための特別調査として、主として、

①本社機能活動に係る投入構造を把握し、部門別の投入額推計の基礎資料を得ること、

②産業連関表における消費税額の推計のための基礎資料を得ること、の２つの目的の

ために実施したものである。 

企業における活動を見ると、工場、店舗等における財・サービスを直接生産する活

動（以下、「直接的生産活動」という）と、本社における総務、財務、経理、広報、宣

伝等、組織全体の管理を行う財・サービスを直接生産していない活動（以下、「本社機

能活動」）の二つがある。 

このため、企業における生産活動に係る費用としては、直接的生産活動に係る費用

（原材料の仕入れ等）と本社機能活動に係る費用（販売費及び一般管理費）が含まれ

ていると考えられる。 

しかしながら、既存の産業連関表特別調査は、事業所を単位とした「現業」部門の

活動を把握するものが多く、本社機能活動に係る費用とその内訳については詳細に把

握されていない状況にある。 

また、産業連関表の各部門における本社機能活動を把握するためには、商品・サー

ビス別に本社機能活動に係る経費を案分する必要があり、このためには、各企業の商

品・サービス別売上高の把握が必要である。（図１） 

 

図１ 本社機能活動に係る費用内訳案分のイメージ 

 

Ｘ社 本社活動の経費内訳  

 

  Ｘ社の商品別売上高の構成比で案分 

 

     （商品Ａ）          （商品Ｂ）        （商品Ｃ） 

 

 

また、企業別の商品・サービス別売上高については、消費税推計の基礎資料として、

企業の消費税納税額を産業連関表のアクティビティ別に組替える際にも活用している。 

 

２ 調査の範囲及び調査の対象 

本調査の調査範囲は、全国の複数事業所をもつ企業の本社である。 

調査対象企業数は、8,300社であり、選定方法は、母集団名簿に「平成16年事業所・

企業統計調査民営事業所名簿」を用い、企業の産業中分類別、企業の常用雇用者規模

階級別に無作為抽出（一定以上の常用雇用者規模階層についてはしっ皆）した。 

調査対象企業の選定方法の詳細は別紙１のとおりである。 
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３ 調査事項及び把握期間 

調査票（「第５章 付録」の「１ 調査票」参照。）により、平成17年1月～12月にお

ける企業の活動について、次の事項を調査した。 

① 従業者数 

② 企業全体の売上高等の状況 

③ 本社機能活動に係る販売費及び一般管理費 

④ 本社機能活動に係る販売費及び一般管理費の内訳 

⑤ 企業の売上高の内訳 

 

４ 調査の実施時期 

   平成18年7月から10月にかけて実施した。 

 

５ 調査の方法及び系統 

次の調査系統により、郵送自計方式で実施した。 

調査票の送付、審査、入力及び結果の集計は委託した。 

   総務省 ⇔ 委託業者（株式会社日本リサーチセンター） ⇔ 調査対象企業 

 

６ 本社機能活動及び直接的生産活動の定義 

本調査における本社機能活動及び直接的生産活動の定義は、以下のとおりである。 

 

本社機能活動（Ａ） 直接的生産活動（Ｂ） 

企業全体に係る経営・管理的な活動です。例えば， 

(1)  総務・経理・人事・経営企画などの管理部門に

おける活動 

(2)  情報処理部門における活動 

(3)  研究開発部門における活動 

(4)  国際事業の統括部門における活動 

が該当します。また，次のような施設における活動も

含みます。（ただし，（Ｂ）の活動を除く。） 

(5)  研究所 

(6)  展示場 

(7)  計算センター 

(8)  倉庫 

(9)  研修所・職員福利厚生施設 

財・サービスの生産及び販売・営業などの直

接的活動です。 

例えば， 

(1) 製造業では，工場，販売所，営業所 

(2) 鉱業では，鉱業所，営業所 

(3) サービス業では，営業所 

(4) 商業では，店舗・営業所 

(5) レジャー産業では，娯楽施設 

などにおける活動が該当します。 

企業活動全体（Ａ＋Ｂ） 

(注)平成17年本社等の活動実態調査「記入の手引き」より抜すい 
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通信・放送産業動態調査の概要 
 

1  調査の目的 

通信・放送産業を構成する通信業、放送業の活動を動態的に把握し、情報通信政策のための基

礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査対象業種及び調査対象数 

・通信業 約８０社 

  ・放送業 約８０社 

 

３ 調査事項 

売上高、業況の見通し 

 

４ 調査時期 

７月、１０月、１月、４月（四半期毎） 
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通信利用動向調査（企業編）の概要 
 

１ 調査の目的 

企業における通信ネットワークの利用状況等について把握し、情報通信政策のための基礎資料

を得ることを目的とする。 

 

２ 調査対象業種及び調査対象数 

農業，林業、漁業、鉱業，採石業，砂利採取業及び公務を除く各産業に属する企業 

 約２９００社 

 

３ 調査事項 

企業通信網の構築状況、電子商取引の利用状況、テレワークの利用状況等 

 

４ 調査時期 

１月（年１回） 
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情報通信業基本調査（仮称）の概要 
 

１ 調査の目的 

我が国の情報通信業に属する企業の活動の実態を明らかにし、情報通信政策のための基礎資料

を得ることを目的とする。 

 

２ 調査対象業種及び調査対象数 

・通信業 約９００社 

  ・放送業 約８００社 

  ・テレビジョン番組制作業、ラジオ番組制作業 約８００社 

  ・インターネット附随サービス業 約８００社 

  ・情報サービス業 約６，０００社 

  ・映像・音声・文字情報制作業 約２，０００社 

    

３ 調査事項 

企業の概要（資本金、外資比率等）、国内・国外における子会社・関連会社の所有状況、事業の

外部委託の状況等 

 

４ 調査時期 

５月中旬～７月中旬（年１回） 

※本調査は、経済産業省との共管調査 
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 財務総研TOP > 統計資料 > 法人企業統計調査 > 調査の概要

 

    調査の概要

調査の目的

 

 法人企業統計調査は、統計法に基づく基幹統計調査として「法人企業統計調査規則」（昭
和45年大蔵省令第48号）に基づいて行うもので、その目的は、我が国における法人の企業
活動の実態を明らかにし、あわせて法人を対象とする各種統計調査のための基礎となる法
人名簿を整備することにある。

調査の対象

 

 法人企業統計調査は、営利法人等を対象とする標本調査である（四半期別調査は資本
金、出資金又は基金（以下、資本金という）1,000万円以上）。 
 また、平成２０年度調査から「金融業、保険業」を調査対象に含めている。 
 なお、営利法人等とは、本邦に本店を有する合名会社、合資会社、合同会社及び株式会
社並びに本邦に主たる事務所を有する信用金庫、信用金庫連合会、信用協同組合、信用協
同組合連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、信用農業協同組合連合会、信
用漁業協同組合連合会、信用水産加工業協同組合連合会、生命保険相互会社及び損害保
険相互会社をいう。

抽出方法

 （金融業、保険業以外の業種）

    平成20年度調査以前

 
 資本金200万円未満、200万円以上300万円未満、300万円以上500万円未満、500万円以
上1,000万円未満、1,000万円以上2,000万円未満、2,000万円以上5,000万円未満、5,000万円
以上1億円未満、1億円以上10億円未満、10億円以上の資本金階層別、業種別に層化し、

  1  資本金１億円未満の各階層は等確率系統抽出により抽出した。

 
 2  資本金１億円以上10億円未満の法人は資本金による確率比例抽出（資本金を順次 
合計し、合計額が一定額に達したとき当該法人を抽出する。資本金が一定額以上の法
人は全数抽出される。なお、一定額は６億円としている。）により抽出した。

  3  資本金10億円以上は全数抽出した。

    平成21年度調査以後

 
 資本金1,000万円未満、1,000万円以上2,000万円未満、2,000万円以上5,000万円未満、
5,000万円以上１億円未満、１億円以上10億円未満、10億円以上の資本金階層別、業種別
に層化し、

  1  資本金５億円未満の各階層は等確率系統抽出により抽出した。

  2  資本金５億円以上は全数抽出した。

サイト内検索 

  検索

法人企業統計調査 調査の概要
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 （金融業、保険業）

 
 資本金1,000万円未満、1,000万円以上1億円未満、1億円以上10億円未満、10億円以上の
資本金階層別、業種別に層化し、

  1  資本金1億円未満の各階層は等確率系統抽出により抽出した。

  2  資本金1億円以上は全数抽出した。

業種の分類

 

 業種は、原則として日本標準産業分類により、当該法人の売上高によって決定した(注）。
数種の事業を兼業している場合は、売上高の金額が最も多い事業をその法人の業種とし
た。また、一部の業種については、中分類又は集約増設した分類によった。 
 （注）ただし、銀行業、生命保険業及び損害保険業については経常収益、貸金業、クレジッ
トカード業等非預金信用機関、金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券
関連業に限る）、その他の金融商品取引業、商品先物取引業及びその他の保険業について
は営業収益によって決定した。 
 （一覧表はこちら[64kb,PDF]をご覧下さい）

調査事項

 （年次別調査）

  1  法人の名称その他法人に関する一般的事項

  2  業種別売上高

  3  資産・負債及び純資産

  4  損益

  5  剰余金の配当

  6  減価償却費

  7  費用

  8  役員・従業員

 

 （四半期別調査）

  1  法人の名称その他法人に関する一般的事項

  2  業種別売上高

  3  資産・負債及び純資産

  4  固定資産の増減

  5  投資その他の資産の内訳（銀行業、生命保険業及び損害保険業を除く）

  6  最近決算期の減価償却費

  7  損益

  8  人件費

法人企業統計調査 調査の概要
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調査の時期

 年次別調査

 調査期  調査票送付時期  調査票提出期限  公表時期

 上期調査  12月上旬  1月10日
 9月初旬

 下期調査  6月上旬  7月10日

 

 四半期別調査

 調査期  調査票送付時期  調査票提出期限  公表時期

 4－6月期調査  7月中旬  8月10日  9月初旬

 7－9月期調査  10月中旬  11月10日  12月初旬

 10－12月期調査  1月中旬  2月10日  3月初旬

 1－3月期調査  4月中旬  5月10日  6月初旬

調査の方法

  1  郵送又はオンラインによる自計記入とする。

 
 2  調査票の送付、回収及び審査等については、原則として財務局、福岡財務支局、財
務事務所、小樽出張所、北見出張所及び沖縄総合事務局が行う。

調査票

 （金融業、保険業以外の業種）

 1  四半期別調査用[35.2kb,PDF]  2   年次別調査用[37.8kb,PDF]

 （銀行業）

 1  四半期別調査用[30.8kb,PDF]  2   年次別調査用[30.7kb,PDF]

 （貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関）

 1  四半期別調査用[33.1kb,PDF]  2   年次別調査用[34.5kb,PDF]

 （金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業に限る））

 1  四半期別調査用[32.2kb,PDF]  2   年次別調査用[30.4kb,PDF]

 （生命保険業、損害保険業）

 1  四半期別調査用[30.4kb,PDF]  2   年次別調査用[30.5kb,PDF]

 （その他の金融商品取引業、商品先物取引業、その他の保険業）

 1  四半期別調査用[32.6kb,PDF]  2   年次別調査用[30.5kb,PDF]

法人企業統計調査 調査の概要
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記入要領

 （金融業、保険業以外の業種）

 1  四半期別調査用[2.03mb,PDF]  2   年次別調査用[2.21mb,PDF]

 （銀行業）

 1  四半期別調査用[2.00mb,PDF]  2   年次別調査用[7.23mb,PDF]

 （貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関）

 1  四半期別調査用[2.02mb,PDF]  2   年次別調査用[7.11mb,PDF]

 （金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業に限る））

 1  四半期別調査用[1.98mb,PDF]  2   年次別調査用[7.25mb,PDF]

 （生命保険業、損害保険業）

 1  四半期別調査用[1.99mb,PDF]  2   年次別調査用[5.39mb,PDF]

 （その他の金融商品取引業、商品先物取引業、その他の保険業）

 1  四半期別調査用[2.04mb,PDF]  2   年次別調査用[2.02mb,PDF]

業種・調査項目・標本抽出の変遷

 1  四半期別調査[43.9kb,PDF]  2  年次別調査[48.3kb,PDF]

ご覧頂くには、ＰＤＦファイル閲覧ソフトが必要です。 
  Acrobat Readerをお持ちでない方は、左のボタンをクリックし、手順に従って 
  ダウンロードして下さい。

その他

  (1)  調査のオンライン化について

  (2)  法人企業統計研究会の開催について

  (3)  「法人企業統計調査」の標本抽出方法等を変更します    [3.34mb,PDF]

 

 

おことわり●本サイトに掲載の論文などの内容はすべて執筆者の個人的な見解であり、財務省や財務総合政策研究所の公式的な見解を示すものではあり
ません。  

  

財務総合政策研究所およびこのホームページに対するご意見・ご感想はこちらから  
 

サイトポリシー（著作権等、免責事項、個人情報保護方針） 

法人企業統計調査 調査の概要
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 財務総研TOP > 統計資料 > 法人企業景気予測調査 > 調査の概要

 

    調査の概要

調査の目的

 
 我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今
後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的とする。

調査の沿革

 
 内閣府「法人企業動向調査」と財務省「財務省景気予測調査」の2つの調査を、調査の効
率的実施などを図るために一元化し、共管調査として平成16年度から、「法人企業景気予測
調査」として実施している。

調査の対象

 
 資本金１千万円以上の法人企業（本邦に本店を有する合名会社、合資会社、合同会社、
株式会社及び相互会社をいう）。

抽出方法

  (1)  母集団情報に関する名簿

  

 法人企業統計調査の管理法人名簿（資本金１億円以上の金融・保険業を除く法人）と
低階層法人名簿（資本金１億円未満の金融・保険業を除く法人のうち、一定の方法によ
り抽出された調査対象法人）を利用するとともに、金融・保険業については、事業所・企
業統計調査名簿を利用する。

  (2)  抽出方法

  

 毎年度、四半期別法人企業統計調査の調査対象法人及び事業所・企業統計調査名
簿から資本金規模別、業種別に、一定の方法により抽出する（全数抽出は、資本金20
億円以上）。 
 なお、金融・保険業及び、電気・ガス・水道業については資本金規模1億円以上のみ。

調査事項

 判断調査項目  計数調査項目

 • 貴社の景況（ＢＳＩ） 
 • 貴社の景況判断の決定要因（選択方式） 
 • 国内の景況（ＢＳＩ） 
 • 売上高（ＢＳＩ） 
 • 経常利益（ＢＳＩ） 
 • 国内需要（ＢＳＩ） 

 
 
 
 
 
 

サイト内検索 

  検索

法人企業景気予測調査 調査の概要
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 • 海外需要（ＢＳＩ） 
 • 製(商)品・サービスの販売価格（ＢＳＩ） 
 • 原材料・製(商)品の仕入れ価格（ＢＳＩ） 
 • 製(商)品在庫（ＢＳＩ） 
 • 原材料在庫（ＢＳＩ） 
 • 資金繰り （ＢＳＩ） 
 • 金融機関の融資態度（ＢＳＩ） 
 • 生産・販売などのための設備（ＢＳＩ） 
 • 従業員数（ＢＳＩ） 
 • うち臨時・パートの数（ＢＳＩ） 
 • 資金調達方法（選択方式、4‐6月期） 
 • 設備投資のスタンス（選択方式、7‐9月期、1‐3月期） 
 • 利益配分のスタンス（選択方式、10‐12月期）

企業収益(年度、半期） 
 
  • 売上高 
  • 経常利益 
 
 設備投資（年度、半期、四半期） 
 
  • 新規設備投資額 
  • うち土地購入額 
  • ソフトウェア投資額  
 
 
 
 

調査票 [59kb,PDF]

 調査票をご覧頂くには、ＰＤＦファイル閲覧ソフトが必要です。 
  AcrobatReaderをお持ちでない方は、左のボタンをクリックし、手順に従って 
  ダウンロードして下さい。

調査の時期

 調査期  調査時期  調査時点  公表時期

 4－6月期調査  5月上旬～6月上旬  5月25日  6月下旬

 7－9月期調査  8月上旬～9月上旬  8月25日  9月下旬

 10－12月期調査  11月上旬～12月上旬  11月25日  12月下旬

 1－3月期調査  2月上旬～3月上旬  2月25日  3月下旬

調査の方法

  (1)  郵送又はオンラインによる自計記入とする。

 
 (2)  調査票の送付、回収及び審査等については、原則として財務局、福岡財務支局、財
務事務所、小樽出張所、北見出張所及び沖縄総合事務局が行う。

その他

  (1)  調査のオンライン化について

  (2)  「法人企業景気予測調査」の業種分類を改定します  業種分類表[86kb,MS-Excel]

  (3)  法人企業景気予測調査に関するワーキンググループについて

  (4)  旧・財務省景気予測調査（昭和58年5月～平成16年2月）

法人企業景気予測調査 調査の概要
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 財務総研TOP > 統計資料 > 酒類製造業投入調査

 

   酒類製造業投入調査

    調査の概要

調査の目的

 
 酒類製造業の投入構造の実態を調査し、平成17年（2005年）産業連関表の作成のための
基礎資料を得ることを目標とする。

 

調査の対象

 
 平成17年に酒類製造業を営んだ全国の製造業者のうち、清酒、ビール、ウィスキー類、しょ
うちゅう、果実酒を生産したもの。

 

抽出方法

  有意抽出

 

調査事項

  1  売上高及びその内訳

  2  売上原価及び販売費・一般管理費の内訳

  3  従業者数

  4  再生資源の売却

 

調査の時期

  平成18年11月

 

調査の対象期間

  平成17年1月1日から同年12月31日までの1ヵ年。

 

サイト内検索 

  検索

酒類製造業投入調査
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調査の方法

  1  郵送による自計記入とする。

  2  調査票の送付、回収等については、財務省が行う。

 

調査票

  1  清酒[59kb,PDF]

  2  ビール[86kb,PDF]

  3  ウィスキー類[59kb,PDF]

  4  しょうちゅう[59kb,PDF]

  5  果実酒[85kb,PDF]

 

記入要領[21kb,PDF]

  

   調査の結果

 平成17年（2005年）産業連関表は、こちらを御覧ください。

 http://www.stat.go.jp/data/io/index.htm（総務省統計局へのリンク）

 

   問合せ先

  財務省財務総合政策研究所調査統計部

   電話：03-3581-4111 （内線）5327

 

 

おことわり●本サイトに掲載の論文などの内容はすべて執筆者の個人的な見解であり、財務省や財務総合政策研究所の公式的な見解を示すものではあり
ません。  

  

財務総合政策研究所およびこのホームページに対するご意見・ご感想はこちらから  
 

サイトポリシー（著作権等、免責事項、個人情報保護方針） 

酒類製造業投入調査
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ホーム＞活動報告・発表・統計＞統計情報＞民間給与実態統計調査 

民間給与実態統計調査 

○アンケートへの協力依頼 

統計ニーズに係るアンケートへの協力依頼について 

○ 民間給与実態統計調査の概要 

1 調査の目的 

2 調査の沿革 

3 調査の特色 

4 調査の対象 

5 抽出方法 

6 調査事項 

7 調査の時期 

8 調査の方法 

○ 民間給与実態統計調査の結果 

1 用語の解説 

2 業種の分類 

3 結果の概要 

4 利用上の注意 

5 精度計算 

6 正誤情報 

7 統計表一覧 

○ 公表予定 

○ 問い合わせ先 

○ 民間給与実態統計調査の概要 

1 調査の目的 

 この調査は、民間の事業所における年間の給与の実態を、給与階級別、事業所規模別、企業規模別等に

明らかにし、併せて、租税収入の見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目

的としている。 

2 調査の沿革 

 民間給与実態統計調査は、昭和24年分から始まり、以後毎年実施している。 

 昭和29年分の調査から、統計法に基づく指定統計（第77号）となり、平成19年の統計法改正により、今回の

調査からは基幹統計とされている。 

3 調査の特色 

1/8 ページ民間給与実態統計調査｜統計情報｜活動報告・発表・統計｜国税庁
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 この調査の特色は、次のとおりである。 

(1) 従事員1人の事業所から従事員5,000人以上の事業所まで広く調査していること。 

(2) 給与階級別、性別、年齢階層別及び勤続年数別による給与所得者の分布が分かること。 

(3) 企業規模別（事業所の属する企業の組織及び資本金階級別）に給与の実態が分かること。 

4 調査の対象 

 この調査は、各年12月31日現在で民間の事業所に勤務している給与所得者(所得税の納税の有無を問わ

ない。)を対象としている(下図網掛け部分)｡ 

(注) 

 集計に当たり、パート、アルバイト、正規・非正規等といった給与所得者の従業上の地位は区分し
ていない。  

 この調査は民間の給与所得者の給与所得について源泉徴収義務者(事業所)の支払額に着目し集
計を行ったものであり、その個人の所得全体(※)を示したものではない。 

(※)複数の事業所から給与の支払を受けている個人の給与所得の合計額、給与以外にも所得を有

する個人の所得の合計額等 

 この調査は標本調査であるため、標本事業所及び標本給与所得者から得た標本値に、それぞれ
の標本抽出率の逆数を乗じて全体の給与所得者数、給与額及び源泉徴収税額を推計している。  

5 抽出方法 

 この調査は、標本として抽出された源泉徴収義務者（以下「標本事業所」という。）及び給与所得者（以下

「標本給与所得者」という。）について行った。 

 標本の抽出は、標本事業所の抽出及び標本給与所得者の抽出の2段階からなっている。 

(1) 第1段抽出 

 事業所を、事業所の従事員数等によって層別し、それぞれの抽出率で標本事業所を抽出した。 

 なお、第1段抽出は、国税庁長官官房企画課で行い、抽出された標本事業所には、国税局総務部企画

課（沖縄国税事務所にあっては総務課。以下同じ。）から調査票を送付した。 

(2) 第2段抽出 

 標本事業所の給与台帳を基にして、一定の抽出率により標本給与所得者を抽出した。ただし、標本事業

所において年間給与額が2,000万円を超える者は、全数を抽出した。 

 なお、第2段抽出は、標本事業所が行った。 

各年の抽出率について  

 
源泉徴収義務者

民間の事業所 官公庁等

給与所
得者

従業員(パート、アルバイトを含む)､役員
国家公務員、地方公務員、公庫職員等(パート、
アルバイトを含む）全従事員について源泉所得税の納税がない

事業所の従事員

労働した日又は時間によって給与の金額が算定され、かつ、労働した日にその都度給与の支
給を受ける者
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6 調査事項 

イ 源泉徴収義務者に関する事項 

(イ) 名称又は氏名 

(ロ) 所在地又は住所 

(ハ) 企業の主な業務 

(ニ) 給与所得者用調査票の枚数及び人員数 

(ホ) 組織及び資本金 

(ヘ) 給与所得者数 

(ト) 年間給与支給総額 

(チ) 給与支給総額に対する年間源泉徴収税額 

ロ 給与所得者に関する事項 

(イ) 給与所得者の氏名又は記号等、性別、年齢、勤続年数及び職務 

(ロ) 年中の給与の受給月数 

(ハ) 年末調整の有無 

(ニ) 扶養親族の内訳 

(ホ) 給与の金額 

(ヘ) 所得控除額及び税額控除額の内訳 

(ト) 年税額 

7 調査の時期 

 各年12月31日現在 

8 調査の方法 

 調査票には、事業所等（源泉徴収義務者）に関する事項を記入する「源泉徴収義務者用調査票」と給与所

得者に関する事項を記入する「給与所得者用調査票」の2種類があり、いずれも標本事業所が記入を行い、

個々の給与所得者は、調査票の記入を行っていない。 

 標本事業所等は、「源泉徴収義務者用調査票」に、事業所等の従事員数、調査対象年中に支給した給与

総額、源泉徴収した所得税額等を記入し、「給与所得者用調査票」に、給与所得者の性別、年齢、給与金

額、源泉徴収税額、扶養人員、控除した生命保険料の金額等を記入した上、調査票を国税局総務部企画課

を経由して国税庁長官官房企画課に提出する。 

○ 民間給与実態統計調査の結果 

1 用語の解説 

事業所規模 各年12月31日現在の事業所の従事員数による区分である。

企業規模 各年12月31日現在の事業所の属する企業の組織及び資本金による区分である。

1年を通じて勤 各年の1月から12月まで引き続き勤務し、給与の支給を受けた月数が12か月の者をい
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2 業種の分類 

 この調査の業種は、「日本標準産業分類（平成19年11月改定）」（総務省）に基づき、次のとおり14種類に分

類している。 

務した給与所得
者

う。

1年未満勤続者 年の中途で就職した者のうち、12月31日現在在職している者をいう。

給与所得者 「1年を通じて勤務した給与所得者」と「1年未満勤続者」の両方を合計したものである。

役員 法人の取締役、監査役、理事及び監事等をいう。

給与 各年における1年間の支給総額（給料・手当及び賞与の合計額をいい、給与所得控除
前の収入金額である。）で、通勤手当等の非課税分は含まない。 
なお、役員の賞与には、企業会計上の役員賞与のほか、税法上役員の賞与と認められ
るものも含まれている。

給与階級 給与収入金額による階級である。

平均給与 給与支給総額を給与所得者数で除したものである。

税額 給与所得者に支給される給与について、源泉徴収された所得税額である。

平均年齢 給与所得者の各年12月31日現在における年齢（1年未満の端数は切捨て）の総計を給
与所得者数で除したものである。

平均勤続年数 給与所得者の各年12月31日現在における勤続年数（1年未満の端数は切捨て）の総計
を給与所得者数で除したものである。

その他の法人 株式会社を除く次の法人をいう。 
有限会社、合名会社、合資会社、協業組合、企業組合、相互会社、医療法人、特定非
営利活動法人、人格のない社団、協同組合等、公益法人等、公共法人及び外国法人。
なお、公益法人等及び公共法人のうち、職員の身分が公務員に準じている公庫、事業
団、公社、特定独立行政法人、国際協力銀行、日本政策投資銀行は調査対象外として
いる。

扶養人員 所得税法の規定により配偶者控除、扶養控除の対象となった配偶者及び扶養親族の
合計人員である。

納税者 給与所得者のうち、源泉徴収された所得税額がある者をいう。

乙欄適用者 1人の給与所得者が2か所以上の支払先から給与の支払を受けている場合に、主たる
給与以外の給与分に関し独立した給与所得者とみなして乙欄適用者という。

年末調整を行わ
なかった者

乙欄適用者、前職の給与が不明である者及び年間給与額が2,000万円を超える者な
ど、年末調整を行わなかった者をいう。

建設業 総合工事業、職別工事業、設備工事業

製造業

食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、木材・木製品製造業、家具・装備品製
造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業、化学工業、石油製品・石炭製品製造
業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業、窯業・土石製
品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機
械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器
具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、その他の製造業

卸売業，小
売業

各種商品卸売業、繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業、建築材料，鉱物・金属材料等卸売
業、機械器具卸売業、その他の卸売業、各種商品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、
飲食料品小売業、機械器具小売業、その他の小売業、無店舗小売業

宿泊業，飲
食サービス
業

宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業

金融業，保 銀行業、協同組織金融業、貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関、金融商品取引
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平成19年分以前の業種分類  

3 結果の概要 

調査結果の概要  

4 利用上の注意 

（1） この調査は、標本調査のため、標本事業所及び標本給与所得者から得た標本値に、それぞれの標本

抽出率の逆数を乗じて全体の給与所得者数、給与額及び源泉徴収税額を推計しているので、他の税務統

計の関連数値とは一致しない。 

（2） 業種の分類は、事業所の属する企業の業種により、分類したのであって、事業所の業種によっていな

い。例えば、会社の事業が鉄道で、別に不動産業を経営している場合、標本事務所の業種が不動産業で

あっても、その業種区分は「不動産業，物品賃貸業」ではなく「運輸業，郵便業」としている。 

（3） 標本事業所を抽出する際に、業種区分によらないで事業所の従業員数の区分によって層別しているた

め、農林水産・鉱業等の標本事業所は非常に少ない結果となっている。したがって、業種別に見た場合、

標本事業所数の非常に少ない業種の計数の精度は低くなっている。 

（4） 給与所得者数、給与額及び税額等の計数の処理方法は、単位未満を四捨五入したため、各表の内容

と「計」又は「合計」とが符合しない場合がある。また、金額が単位未満の端数からなるため、その端数を切

り捨てたときは「0」とし、該当する計数のないときは「―」と表示している。 

（5） 国税局別表は、源泉徴収義務者の所在地を管轄する国税局による集計結果であり、給与所得者の住

所地では集計していない。 したがって、各国税局管内の給与水準を表しているとは限らない。 

（6） この調査は民間の給与所得者の給与所得について源泉徴収義務者（事業所）の支払額に着目し集計

を行ったものであり、その個人の所得全体（※）を示したものではない。 

険業 業，商品先物取引業、補助的金融業等、保険業

不動産業，
物品賃貸業

不動産取引業、不動産賃貸業・管理業、物品賃貸業

電気・ガス・
熱供給・水
道業

電気業、ガス業、熱供給業、水道業

運輸業，郵
便業

鉄道業、道路旅客運送業、道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、倉庫業、運輸に附帯す
るサービス業、郵便業

情報通信業
通信業、放送業、情報サービス業、インターネット附随サービス業、映像・音声・文字情報制
作業

医療，福祉 医療業、保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業

学術研究，
専門・技術
サービス
業、教育，
学習支援業

学術・開発研究機関、専門サービス業、広告業、技術サービス業、学校教育、その他の教
育，学習支援業

複合サービ
ス事業

郵便局、協同組合

サービス業
洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業、娯楽業、廃棄物処理業、自動車
整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業、その他の事業サービス業、政治・経済・
文化団体、宗教、その他のサービス業、分類不能の産業

農林水産・
鉱業

農業、林業、漁業、水産養殖業、鉱業，採石業，砂利採取業
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（※）複数の事業所から給与所得がある人の給与所得の合計額、給与以外にも所得がある人の所得の合計

額等 

5 精度計算 

（1） 民間給与実態統計調査の標本設計 

 「民間給与実態統計調査」における標本の抽出は、標本事業所の抽出及び標本給与所得者の抽出の2段

階により行われた。 

第 1 段抽出：管轄国税局別に事業所規模により層別を行い、各抽出率に従い事業所を抽出。 

第 2 段抽出：標本事業所における給与台帳を基に、2000万円以下の給与所得者は層別の抽出率にもとづ

き抽出、2000万円以上の給与所得者については全数抽出した。 

（2） 精度計算式 

抽出率 

： G区分H層の事業所の抽出率 

： G区分H層J事業所の年間給与2千万円以下の給与所得者の抽出率 

抽出量 

 ： G区分H層の抽出事業所数 

 ： G区分H層J事業所の年間給与2千万円以下の抽出給与所得者数 

 ： G区分H層J事業所の年間給与2千万円超の抽出給与所得者数 

 ： G区分H層J事業所の年間給与2千万円以下の給与所得者Kの抽出金額 

 ： G区分H層J事業所の年間給与2千万円超の給与所得者Kの抽出金額 

推定量 

 ： G区分H層の給与所得者数 

 ： G区分H層J事業所の給与等金額 

 ： G区分H層の給与等金額 

 ： G区分H層の給与等推定平均額 

ア 給与所得者数 

推定量 

 

標準誤差 

 ;  ,  

イ 給与等金額 

推定量 
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標準誤差 

  ; 

,   ,  ,  

ウ 平均額の標準誤差 

  

エ 標準誤差率 ： 推定値に対する標準誤差の割合 

 標準誤差率 ＝ 標準誤差 / 推定値 ＊ 100 

各年の標準誤差率  

6 正誤情報 

各年の正誤情報  

7 統計表一覧 

 民間給与実態統計調査結果は、「源泉徴収義務者用調査票」を集計した第1表、第2表と、「給与所得者用

調査票」を集計した第1表、第2表以外の統計表とで構成されている（「○ 民間給与実態統計調査の概要」、

「8 調査の方法」参照）。 

 したがって、全国計表の第1表、第2表とそれ以外の統計表との間には計数に若干の差異がある。 

統計表 主な集計対象 主な集計項目

全国計表

第1表 給与所得者全体  

第2表 給与所得者・源泉徴収義務者  

第3表

給与所得者

給与階級別

第4表
事業所規模別、給与階級別

第5表

第6表
企業規模別、給与階級別

第7表

第8表 役員 企業規模別、給与階級別

第9表

給与所得者

業種別、給与階級別

第10表 事業所規模別、年齢階層別

第11表 企業規模別、年齢階層別

第12表 業種別、年齢階層別

第13表 事業所規模別、勤続年数別

第14表 企業規模別、勤続年数別
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調査結果  

長期時系列データ  

○ 公表予定 

概要 ： 調査年分の翌年9月下旬 

統計表 ： 調査年分の翌年11月下旬 

最新年分の公表予定 

○ 委託による統計の作成等及び匿名データの作成・提供に係る年度計画（財務

省HP） 

○ 問い合わせ先 

本調査についてのお問い合わせは下記にお願いします。 

〒100-8978 

東京都千代田区霞が関3-1-1 国税庁長官官房企画課 企画第5係 

電話：03(3581)4161 内線3508、3875 

第15表 業種別、勤続年数別

第16表 給与階級別、納税・非納税

第17表 給与階級別、諸控除

第18表 給与階級別、扶養人員別

第19表
給与所得者のうち 
年末調整を行わなかった者

給与階級別

（参考） 
国税局別表

第1表

給与所得者

事業所規模、企業規模、業種別

第2表 事業所規模別

第3表 企業規模別

第4表 業種別

第5表 給与階級別、納税・非納税

第6表 給与所得者数

 
〒100-8978 東京都千代田区霞が関3-1-1 電話番号03-3581-4161(代表)／Copyright(c)国税庁
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調 査 概 要 

 

１ 調査の名称 

民間企業の研究活動に関する調査 

 

２ 調査の目的 

民間企業の研究活動の動向を把握・分析することにより、科学技術政策の立案・推進に資することを目

的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲：全国 

（２）属性的範囲：平成20年度「科学技術研究調査」（総務省・基幹統計調査）調査対象企業のうち、資

本金1億円以上で、「社内で研究を実施している」と回答した約3,500企業 

 

４ 報告を求める者 

（１）数：約3,500企業 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

「科学技術研究調査」調査結果から、上記３の範囲に含まれる企業を全て選定する。 

 

５ 報告を求める事項 

Ⅰ．企業の基礎情報（財務情報等） 

Ⅱ．主力製品・サービスの特徴（市場での競争環境、新製品投入実績等） 

Ⅲ．研究開発活動に関する基礎情報（主要業種における研究開発費、その増減理由等） 

Ⅳ．研究開発者の雇用状況（主要業種における研究開発者数、その増減等） 

Ⅴ. 卓越した研究開発者のプロフィール（トップクラス人材の選定理由、学歴・職務経験等） 

Ⅵ．研究開発の成果に関する知的財産活動（主要業種における国内特許出願・保有・実施件数、

その増減等） 

Ⅶ．合併・買収の影響 （合併・買収の状況、それに伴う研究開発組織・体制・環境の変化等） 

Ⅷ．技術のライフサイクル（成功した製品開発プロジェクトについて、研究開発の工程、利益が

あがった理由等） 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織：文部科学省―民間事業者―報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

調査対象の企業の研究開発部門等（研究本部長、企画・管理部署が主体で、一部、総務・広報関連部署）

に対して民間事業者が調査票を郵送する（調査票の返信先は科学技術政策研究所）。また、オンラインに

よる調査を併用する。民間事業者は調査票の発送にかかる作業、Webシステムの開発・運営、督促（計4回）、

検票、データ入力、エラーチェック、集計を行う（仕様書別添）。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期：1年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限：平成21年11月30日 

 

８ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法：報告書の刊行及びインターネットによる公開（文部科学省科学技術政策研究所のウェ

ブサイト上） 

（２）公表の期日：平成22年9月下旬 
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平成21年12月25日 

「環境にやさしい企業行動調査」の結果について（お知らせ）  

 環境省が、平成3年度から継続して実施している「環境にやさしい企業行動調査」につ
いて、平成20年度における取組状況の調査結果を取りまとめました。 
 調査結果によると、環境報告書を作成している企業の割合が再び増加しているととも
に、環境ビジネスに取り組んでいる企業や地球温暖化対策について方針を定め取組を
行っている企業の割合が増加しているなど、企業の自主的な環境への取組の進展が
みられます。 
 地球温暖化対策のための環境税の導入については、昨年に引き続き「賛成」「どちら
かといえば賛成」（39.3％）が「反対」「どちらかといえば反対」（36.6％）を上回る結果とな
りました。また、税収の使途としては、温暖化対策・省エネ投資に使うべきとの回答が
76.1％と多くを占めました。国内排出量取引制度の導入についても、「導入に賛成」「内
容次第ではあるが導入に賛成」（37.5%）が、「反対」「内容次第ではあるが反対」（23.8%）
を上回る結果となりました。 
 また生物多様性の保全に取り組む企業の割合は、まだ約2割と高くはないものの、増
加傾向にあります。  

１．調査の内容 

（１）調査期間
 

平成21年7月29日 ～ 平成21年8月20日 
（２）調査対象 

（３）有効回答数 

２．調査結果の概要（詳細については別添資料参照）
 

 ※割合は、いずれも有効回答が得られた企業に占める割合です。 

（１）環境に関する取組状況等について
 

 温室効果ガス排出量の情報公開については、算定報告公表制度や環境報告
書などにおいて公開している企業（59.5%）が多くある一方、公開していない企業
も40.5％ありました。  

（２）環境マネジメントシステム等の監査、認証等について
 

 ISO14001の認証取得割合については、前年よりも減少しています。（上場企
業 74.6％、非上場企業 56.1％）  

（３）子会社、取引先との関係について
 

 子会社に対する自社の環境方針と合致するような環境配慮の取組に関する
指導又は要請については、「実施している」「主要な子会社のみ実施している」
を合わせると、６割以上（65.0％）の企業が取組を行っています。 

・東京、大阪及び名古屋証券取引所1部及び2部上場企業 2,684社 
・従業員500人以上の非上場企業及び事業所 4,146社 
・合計 6,830社 

・東京、大阪及び名古屋証券取引所1部及び2部上場企業 1,227社（45.7％）） 
・従業員500人以上の非上場企業及び事業所 1,801社（43.4％） 
・合計 3,028社（44.3％） 

Page 1 of 3環境省 報道発表資料－平成21年12月25日－「環境にやさしい企業行動調査」の...
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添付資料 

H20環境にやさしい企業行動調査結果【概要版】[PDF 343KB]  

連絡先 

 グリーン購入については、「環境に関するガイドラインを作成し選定」が
28.3％、「業界団体が作成したガイドラインを活用し選定」が8.8％、「ガイドライン
等は活用していないが環境配慮を考慮」が36.5％であり、７割以上の企業が環
境に配慮した購入を行っています。  

（４）環境会計について
 

 環境会計について、「既に導入している」と回答した企業が26.6％と昨年度
（27.0％）より若干減少しており、「導入を検討している」との回答も9.6％と昨年
度調査（12.2％）から減少しています。  

（５）環境に関する情報開示、コミュニケーションについて
 

 環境報告書の作成・公表については、昨年度一旦減少したものの、今年度は
38.3％と増加し、一昨年度（37.8％）よりも高い過去最高の水準となっています。 

（６）環境ビジネスについて
 

 環境ビジネスについては、「既に事業展開をしている、又はサービス・商品等
の提供を行っている」と回答した企業等が42.1％、「今後、事業展開の予定」と
の回答が4.2％、「今後取り組みたい」との回答が16.6%となっており、あわせて6
割以上が環境ビジネスに対する関心があり、その関心の高さがうかがえます。  

（７）地球温暖化防止対策について
 

 地球温暖化防止対策については、「方針を定め、取組を行っている」が57.4％
と前年に比べて増加しているほか、「方針は定めていないが、取組は行ってい
る」（31.3％）と合わせて９割近くの企業が地球温暖化防止対策に取り組んでい
ます。 
 環境税の導入については、「環境税の導入に賛成」「どちらかといえば導入に
賛成」が合わせて39.3％となり、昨年に引き続き「反対」「どちらかといえば反対」
（36.6％）を上回る結果となりました。また、税収の使途としては、温暖化対策・
省エネ投資に使うべきとの回答が76.1％と多くを占めました。 
 国内排出量取引制度についても、「導入に賛成」「内容次第ではあるが導入に
賛成」を合わせて37.5％と、「反対」「内容次第ではあるが導入に反対」（23.8％）
を昨年同様に上回っています。 
 カーボン・オフセットに取り組んでいる企業は10％となり、取組が一定程度広
まりつつあります。  

（８）生物多様性の保全について
 

 生物多様性の保全への取組と企業活動のあり方については、「企業活動と大
いに関連があり、最重要視している」と回答した企業等の割合は13.4％となって
おり、昨年度調査（13.0％）より増加しています。 
 また、生物多様性保全の取組についても、「方針を定め、取組を行っている」と
回答した企業が5.0％、「方針は定めていないが、取組は行っている」と回答した
企業が13.5％で、何らかの取組を行っている企業は合わせて18.5％となってお
り、昨年度調査（16.7％）より増加しています。  

環境省総合環境政策局環境経済課  
直通：03-5521-8240  
代表：03-3581-3351  
課長：石飛 博之（6260）  
補佐：小笠原 靖（6276）  
担当：鴨志田 真子（6263）  
   舘内 雅子（6268）  
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環境投資等実態調査（概要） 

 

１ 調査の名称 

    環境投資等実態調査 

 

２ 調査の目的 

  我が国の産業部門における大規模な事業者（企業、学校法人、医療法人、組合等を含む）を対象に、

環境負荷低減を図る設備投資や費用支出など、事業活動における環境保全支出の動向を定量的に把握し、

環境行政の基礎資料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲   全国 

（２）属性的範囲   全業種の事業者（企業、学校法人、医療法人、組合等含む） 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 ： 約6,000事業者 （母集団 約 11,000事業者） 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

     事業所母集団データベース名簿（新規事業者等を株式会社帝国データバンク「COSMOS２（企業概要

データベース）」で補完）から、原則として従業員300人以上（農業、林業、漁業、鉱業は100人以

上）の事業者について、業種・従業員数規模別に層化抽出法（ネイマン配分法）を用いて無作為抽

出する。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項  

  ア 事業者の概要 

  イ 基本情報（資本金、従業員数、年間売上高、全設備投資総額、環境会計導入の有無） 

  ウ 公害防止に関する設備投資額及び費用額 

  エ 地球環境保全に関する設備投資額及び費用額 

  オ 資源循環に関する設備投資額及び費用額 

  カ 研究開発に関する費用額 

  キ その他の環境保全活動に関する設備投資額及び費用額 

（２）基準となる期日又は期間  終了した直近の会計年度 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織   環境省－民間委託会社－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

 ・ 環境省総合環境政策局環境経済課は、請負業者に、調査の実施準備、実施（問い合わせ対応、

督促、回収等）、結果集計・分析を委託する。 

・ 請負業者は、調査票等を抽出された対象事業者に郵送する。調査対象事業者は、回答記入した

調査票を郵送により提出、もしくは指定のWebページから回答票をダウンロードし、E-mailによ

り提出する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期   １年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   毎年９月１日から10月16日 

 

８ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法  環境省ホームページ等を予定 

（２）公表の期日  調査実施年の翌年１月頃予定 

 

９ 使用する統計基準 

  調査対象範囲の画定ならびに集計結果の表章に当たっては、日本標準産業分類（平成19年３月改定）

の大分類及び中分類による。 
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大気汚染物質排出量総合調査の概要 

概要 

大気汚染物質排出量総合調査は、大気汚染防止法に定める「ばい煙発生施設」を対象と

し、環境省が３年ごとに実施する承認統計調査である。調査は、当該施設を設置する工場・

事業場に調査票を配布し、回答を求めるアンケート方式で行う。 

調査の実施にあたり、調査票は環境省が作成し、その配布・回収は、都道府県、指定都

市及び中核市の関係部局が担当する（以下「環境省方式」という）。また、一部の地方自

治体では、独自の調査票を作成し調査が実施されている（以下「独自方式」という）。 

本調査は、環境省方式及び独自方式で実施された調査結果を総括したものである。 

 

(1) 調査目的 

大気汚染防止法に定める「ばい煙発生施設」から排出される硫黄酸化物、窒素酸化物

及びばいじんの排出状況等を、「ばい煙発生施設」を設置する工場・事業場を対象とす

るアンケート調査等により把握し、今後の大気環境行政の推進を図るための基礎資料を

得ることを目的とする。 

 

(2) 調査対象施設 

大気汚染防止法第２条第２項に規定する「ばい煙発生施設」 

なお、以下の施設を含む。 

・電気事業法に規定する電気工作物である「ばい煙発生施設」 

・ガス事業法に規定するガス工作物である「ばい煙発生施設」 

・鉱山保安法に規定する鉱煙発生施設である「ばい煙発生施設」 
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水質汚濁物質排出量総合調査の概要 

 

１ 調査目的 

水質汚濁を効果的に防止するためには、各種発生源からの汚濁物質の排出を抑制する

ことが必要であるが、合理的かつ効果的な排出規制等を行うには、汚濁物質の全国的な

排出源と排出量を把握しなければならない。このため、本調査は、水質汚濁防止法の規

制対象事業場における水質汚濁物質の排出量等の動向を把握して、排水基準の設定及び

見直しに役立てるための基本的かつ重要な統計資料とすることを目的とする。 

 

２ 調査内容 

（１）調査対象 

本調査は、水質汚濁防止法に定める特定施設を設置する工場又は事業場（特定事

業場・約290,000特定事業場）のうち、①一日当たりの平均的な排水量が５０ｍ３以

上である工場・事業場、②有害物質使用特定事業場（①②合わせて約38,000事業場）

を対象として実施する（うち鉱山保安法該当分の約100事業場は、経済産業省所管）。

ただし、下水道に全量排水する工場又は事業場は、排水に関する測定が実施されて

いないため、除く。 

（２）調査項目 

    本調査は、水質汚濁防止法に定める水質汚濁の防止に関し、工場・事業場からの

汚濁負荷量（排水量×汚濁物質＜生活環境項目・健康項目（有害物質）＞の排水濃

度）を的確に把握することを目的とするため、調査対象事業場における次の４項目

について調査する。 

① 従業員数、出荷額等の事業規模、稼動状況、産業分類等の工場・ 

事業場概要 

②用排水量の実績 

③生活環境項目の排水濃度 

④有害物質の使用・製造状況と排水濃度 

    上記４項目は、汚濁負荷量を把握するための必要最小限の項目であり、これらの

うちひとつでも項目が欠落すると、汚濁負荷量の的確な把握が困難となる。 

（３）調査対象年度 

本調査で対象とする水質汚濁物質の排出量等は、前年度における実績値である。 

（４）調査実施期間 

毎年１０月１日～３１日 

（５）調査方法 

本調査は、調査対象事業場へ水質汚濁物質排出量総合調査票を個別配布し、回答

を得るアンケート方式にて実施する。 
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（６）調査の実施経路 

    環境省 ←→ 民間委託会社 ←→ 調査対象者 

（７）予算額 

    平成 21 年度：16,017 千円 

（水質汚濁防止法等の施行状況調査と一括発注） 
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